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我が国流通政策についての一考察
―特に制度調査小委員会における討議を中心にして―
篠　原　一　壽
はじめに
　前稿では「90年代の流通ビジョン」という中間答申に関して、主に合同会議の討議の中
でも企画調査小委員会における議論を中心に、我が国の流通の現状と将来展望、更には流
通政策の基本的考え方などについて検討した。本稿では、前稿で検討できなかった制度調
査小委員会の議論を中心に、主として大店法を巡ってどのような議論が展開されていたか、
などということに焦点を合わせて吟味・検討してみたい。
　そのため、以下では先ず「90年代の流通ビジョン」の第２部について分析・検討し、次
いで、参考資料として付された事柄についても吟味し、当時、どのような流通政策が立案
されていたか、ということなどについて分析・検討してみたい。
Ⅰ．90年代の流通ビジョンにおける大店法の位置付けと評価
１．制度調査小委員会による議論の概要
　言うまでもなく、制度調査小委員会による議論の内容は、「90年代の流通ビジョン」と
いう中間答申の第２部「当面の課題─流通をめぐる制度のあり方」において示されている。 
この標題が「当面」となっている点に先ず注目したい。当時、大店法を巡って色々な議論
が沸騰する中で、この答申では差し当たっての対応策を提示したという姿勢を示している
からである。その意味では「弥縫策」に近いものと言ってもよいであろう。
　答申において「流通分野に係わる諸規制につき、大型店出店調整制度を中心として、そ
の運
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
用の実態等を吟味しつつ、望
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
ましい制度のあり方について審議を行った結果、当
・ ・
面、
以下の対応を図ることが適当であると考える（傍点筆者）」と述べているところからも、
その姿勢は明らかである1）。つまり、流通を巡る諸規制について吟味・検討したが、それ
らの議論から導き出された対応はあくまでも、当面の策であり、恒久的なものではないと
いうことを示唆しているのである。
　畢竟するならば、当時の政策当局においては大店法をはじめとして、流通を巡る諸規制
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について抜本的な改正や緩和を行う意図はなかったと言ってよいであろう。諸外国からわ
が国の流通に対して多くの要望が出され始めた時期であったが、当時はまだそれ程強い「外
圧」ではなかったと言い換えることも出来よう。その意味で、大店法等の抜本的見直しま
でには至っていなかったわけである。
　では当面の対応として具体的に制度問題小委員会ではどのようなことが討議されたので
あろうか。先ず注意しなければならないのは、流通を巡る制度のあり方という副題がつい
ている点である。当然のことだが、流通を巡る制度としてどのような事柄を採り上げるか
は、時の社会・経済状況によって大きく左右される。言い換えれば、時代毎に流通を巡る
制度や環境も変化するということである。正に流通は時代と共に変化し、それを担う制度
もまた時代と共に変わるのである。
　その様な状況の中で、当時、どのような事項が政策当局の関心事であったのだろうか。
言うまでもなく、この時期、政策当局の最大の関心事は大店法の運用と、流通を対象とす
る諸規制の存在であった。そのことは答申の第２部において採り上げられている事柄をみ
ても明らかである。すなわち、答申において大店法の運用等の適正化と、営業等に係る諸
規制の見直しという2つの事項を採り上げていることからも、このことは明瞭である。そ
れ故、以下では先ず答申においてこれら２つの事項をどのように取り扱っているかという
ことから検討することにしよう。
２．大店法の運用等の適正化
　当時、各地において大型小売業と中小零細小売業との間で衝突・軋轢が発生していた。
軋轢・衝突を回避・調整するために、昭和48年に「大規模小売店舗における小売業の事業
活動の調整に関する法律」、いわゆる大店法が制定されたのは周知の通りである。
　この法律に関しては制定当時から多くの問題を孕んでいたことも事実である。特に、一
部の地方自治体においては、大店法の規制を超えるような条例を制定して、大規模小売業
の進出を阻止していた2）。横出し規制とか上乗せ規制というのがそれである。大店法の規
制を上回るような規制を行う地方自治体が存在したのである。具体的には、大店法が規制
対象外としている500㎡以下のいわゆる中規模店舗に関する出店規制（横出し規制）や、
新規出店に対する同意書・協定書の取付指導等による出店規制（上乗せ規制）などが存在
していたわけである。
　また、大店法制定から15年の年月が経過しており、この中間答申がなされた時点で、法
律制定当時とは経済社会状況などもかなり変わりつつあった。そのようなこともあり、行
政当局としても、時代の要請に添った手直しが意識されていた。そのことは、「大
・ ・
店
法
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
の本来の趣旨から逸脱した運用を適正化するとともに、出
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
店調整のあり方を経済社会の
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情
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
勢の変化に対応したものとすることが喫緊の課題であると考えられる（傍点筆者）」と
いう論述からも容易に推定出来る3）。このような中間答申の文言からも当時、大店法の運
用が大きな問題を抱えていたことが分かる。
　以上のような問題意識の下、合同会議制度調査小委員会は、昭和63年12月１日、臨時行
政改革推進審議会が内閣総理大臣に対し大店法の運用改善を主眼とする答申を提出したの
を受け、次のような対応策を提言している。すなわち、大店法運用の適正化に関して、以
下のような11の項目を列挙して、それぞれについての考え方及び具体的措置について論及
しているのである。それらの項目は下記の通りである。
　①事前説明
　②小規模市町村等における出店計画の取り扱い
　③商調協
　④大店審
　⑤届出等の適正化
　⑥閉店時刻・休業日数の届出不要基準、調整目安の見直し
　⑦軽微な案件の設定
　⑧出店調整に係る審査
　⑨事務手続きの簡素化
　⑩フォローアップ
　⑪地方公共団体の独自規制
　中間答申ではこれら11の事項について、考え方さらには具体的措置などについて言及し
ているが、以下ではそれらを検討してみよう。
　（１）事前説明
　事前説明に関しては、「考え方」と「具体的措置」という面から、その内容が具体的に
提言されている。つまり、事前説明のあり方、及びその際の具体的手続きなどについて、
メルクマールが示されているのである。
　言うまでもなく、当時、大規模小売業が新規出店をする場合、何かと軋轢を引き起こす
ことが多かった。そのため事前説明は、大店法における調整手続きを開始する際の出発点
と位置づけられていた。しかし実態は、事
・ ・ ・ ・
前説明の場において事
・ ・ ・ ・
前調整へと踏み込むケー
スが数多く存在していた4）。それ故、中間答申では事前説明のあり方を明確にし、更には
その具体的手順を明示するのである。
　先ず事前説明の考え方だが、「事前説明は、出店計画の内容を明確にすることを目的と
するものであって、事
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
前調整を目的とするものではない（傍点筆者）」と明言している点
に注意したい5）。言うまでもなく、中間答申がこのように言及するには、それなりの理由
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がある。実際には、事前説明に名を借りた事前調整が行われたほか、事前説明に名を借り
て大店法上の調整項目まで議論の俎上にあげ、説明を引き延ばす、ということなどが数多
く存在したからである。
　それ故、中間答申では、このような慣習に終止符を打つためにも「事前調整を目的とす
るものではない」と断言せざるを得なかったわけである。また、中間答申が「事
・ ・ ・ ・ ・
前説明の
本
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
来の趣旨を踏まえ、その本来の目的が達成されたと認められた時点で、事
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
前説明の終了
を
・ ・ ・ ・
確認し、大
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
店法の調整手続きに入ることが適切である（傍点筆者））」としている点にも
注意したい6）。徒に事前説明という言葉に拘泥して、論議・検討するのではなく、あくま
でも出店状況等を説明し終えた時点で、事前説明を打ち切り、大店法の定める調整手続き
に入るべきである、と明確に述べているからである。
　事前説明に関する考え方を上記のように明示した上で、中間答申は事前説明における提
示事項等を具体的に示す。言い換えれば、従前、事前説明の手順等が明示されていないた
めに、恣意的になされていた事柄を明確に指摘している。このことは、中間答申における
「事前説明について、従
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
来明文化されていなかった趣旨、具
・ ・ ・ ・ ・ ・
体的な方法、長
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
期化案件への
対
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
応措置等を明定し、そ
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
の適正な運営を図ることにする（傍点筆者）」という文言からも
明らかである7）。
　次に、以上のような事前説明に関する考え方の下、どのような具体的措置が執られるべ
きだと提言しているかについて検討してみよう。
　具体的措置に関して、従前、事前説明が曖昧に実施されていたことから、答申では事細
かに説明事項を提示する。なお具体的措置は、趣旨、説明者、説明すべき事項、説明対象・
説明方法、事前説明終了確認、事前説明長期化案件への対応─という６つの事項に分けて
解説している。
　先ず事前説明の趣旨だが、これまでの指摘からも明らかなように、「出店予定地の商業
者等に対し、出
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
店計画の内容を明確にすることで、出
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
店計画の内容について商業者等の合
意
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
を得ることではない（傍点筆者）」と述べている8）。あくまでも「事前説明」であって、「事
前合意」を目的とはしないということである。
　事前説明の趣旨をこのように述べた上で、事前説明の説明者は、建物設置者あるいは核
テナントとして入居予定の小売業者（出店予定者）だとする9）。このことも、大店法が「企
業主義」ではなく、「建物主義」を採ることの当然の帰結と考えられる。もっとも説明者
として、核テナントして入居予定の小売業者を挙げている点に注目したい。当時、大型店
の出店予定者の大部分が大規模小売店、つまりは建物設置者と、核テナントとしての入居
予定小売業者とが同一、あるいは資本関係がある場合が多かったからである。
　三点目の説明すべき事項だが、原則として４つの事柄が想定されている。具体的には、
出店計画の概要（出店趣旨等）、法第３条届出（予定）概要、大型小売業者の概要、出店
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予定者が想定する商圏その他当該出店計画に関して特に必要と認められる事項等である。
中でも、法第３条の届出概要と大型小売業の概要に関しては、詳細な項目が列挙される。
例えば、法第３条の届出概要に関しては、名称や所在地などが明示される10）。また、大型
小売業者の概要についても、店舗面積、開店日などが説明されるべき項目として掲げられ
ている11）。
　四点目の説明対象・説明方法だが、説明対象者としては通産局等と、商業者及び消費者
などが挙げられている。とりわけ、出店予定者は通産局等への説明を優先すべきことが謳
われている。具体的には通産局、都道府県、市町村及び商工会議所又は商工会、などが挙
げられているのである。これら関係諸機関への説明をした後に、商業者及び消費者への説
明というプロセスを経ることになる。というのは、これら上記機関、就中商工会議所等は、
出店に伴う影響度合いに応じて、商業者及び消費者に説明すると謳われているからである12）。
　五点目の事前説明終了確認だが、出店予定者が行うべきことと、通産局が行うべきこと
とに分けて概説されている13）。出店予定者が行うべきことは、事前説明の実施状況、例え
ば実施した日時、場所、出席者、議事の概要、及び地元商業者等からの意見表明の明示な
どで、他方、通産局としてはそのような報告を基に、関係機関との協議に基づき、事前説
明終了の許否を行うとしている。
　六点目の事前説明長期化案件への対応だが、当時、事前説明が長期化し、出店予定者か
ら数多くの不満が寄せられたことから、それへの対応を明示している。とりわけ、出店予
定者から通産局が説明を受けてから、６ヶ月を経ても事前説明が終了していない案件に関
しては、関係機関と協議の上、次のような措置を執ると明示する。すなわち、事前説明の
終了が出店予定者の事情によるものではない場合、例えば、説明会開催が地元商業者等に
よって阻止されたりしている場合などは、２ヶ月という期限を定め、説明会が円滑に開催
できるような措置を講じるよう提言している14）。他方、遅延が出店者の事情による場合に
は、出店者の指導を謳っている。
　（２）小規模市町村等における出店計画の取り扱い
　当時、大型店の出店により、競争に太刀打ち出来ない従来型の零細小売業者の撤退・廃
業などが大きな問題になっていた。また、大型店の相次ぐ出店による店舗の「高密度化」や、
購買力の過小な地域における大型店の出店なども、地方行政や流通政策遂行における大き
な課題となっていた15）。このような中で答申は、大型店の出店をどのように取り扱うかで、
その考え方と具体的措置について提言している。
　先ず考え方だが、大型店出店に伴うプラス面とマイナス面とを指摘した上で、「地域全
体として均衡のとれた商業集積の整備を図るには、大型店が密集している地域や、小規模
市町村への第一種大型店の出店は地域の実情に応じて判断する」という従前の基準を遵守
112
するとしている16）。ただ、従前の基準を遵守するものの、運用に際しては地域ごとに錯綜
がみられるので、出店計画の取り扱い手続きと、その手順を明確化するための具体的措置
等も提示している。
　例えば、具体的措置として、通産局は出店計画が提出された場合、予定出店地域が「特
定市町村」であるかどうかを出店予定者に通知すると明示している17）。そして、仮に特定
市町村である場合には、出店自粛の可能性があることを出店予定者に対して通知するとし
ているのである。
　また出店予定者が事前説明を実施し、その終了が確認できた場合、通産局は都道府県を
経由し、当該市町村や会議所などに対して、次の点を照会するとしている18）。
　①当該出店市町村を特定市町村とすべきか否か。
　②特定市町村とするならば、届出の自粛を要請しない理由はあるかどうか。
　ここで注意したいのは②の文言である。特定市町村に該当しながら、届出の自粛を求め
ない理由はあるかどうかを尋ねているからである。つまり、本来ならば特定市町村という
ことで、当然、出店自粛を要請することになるわけだが、特定市町村であるにも拘わらず、
出店を許諾する理由があるかどうかということである。言い換えれば、例え特定市町村で
あっても、相応の理由があれが出店が是認されると思料出来るのである。
　そして以上の手続きを完了した後、通産局は、都道府県に対して、当該出店計画の届出
の自粛指導の要否を通知することになる、というように届出のプロセスを明示する。どち
らにしろ、出店予定者にとっては、当該地域が特定市町村に該当するか否かで、その出店
は大きな影響を受けることになるのである。
　（３）商調協
　当時、大型店の出店に際しては商調協の存在、特に事前商調協の審議が大きな問題となっ
ていた。というのは、大型店の出店に際して、出店予定者と地元商業者との間の意見の一
本化が困難な事例が多発していたからである。出店予定者にとっては商業活動調整協議会
に対する事前説明が往々にして出店の阻害要因となって働くことが多かった。すなわち、
徒に時間を費やし、時には商調協において事前調整さらには意見の一本化や合意までも求
められるケースが跡を絶たなかったのである。そのため、答申ではそのような傾向に一定
の歯止めをかけ、商調協における円滑かつ迅速な運営を謳わざるを得なかったわけである。
　従って答申における考え方は「商調協は、出
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
店予定地における調整及びその理由の整理
を
・ ・ ・ ・
行う場であって、意
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
見の一本化が図り得ないとしても止むを得ない（傍点筆者）」とい
うことであった19）。敷衍するならば、あくまでも商調協は意見の開陳・整理の機関であって、
意見を集約したり、合意を得る場ではないということである。それ故答申では、あまりに
長期に渡る場合には、事前商調協から正式商調協へと移行し、それでも決着が付かない時
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には大規模小売店舗審議会（以下大店審と略称）へと議論の場を移すことを謳うのである20）。
　当然のことながら、答申は商調協に関する以上のような考え方を基に、具体的措置が執
られるよう提言する。具体的措置としては事前商調協のあり方や運用に関する事柄が列挙
されているが、それらは５つの事柄からなっている。
　①審議期間を原則８ヶ月にするということ（図１参照）。
②８ヶ月を過ぎても審議結果の作成が実行できない時には商工会議所等は、関係機関と
協議の上、商調協審議継続の要否を判断するということ21）。
　③審議結果を作成できない特定の理由がある場合以外は、事前商調協の審議を終了する22）。
④商調協委員に出席拒否等が生じた時には、商調協会長は残余委員とともに審議結果を
作成し、その内容を欠席委員に対し文書等で通知する。
⑤商調協委員の辞任、さらにはその補充が困難な場合には、会議所等は、残余委員によ
り審議し、その結果の作成を商調協会長に要求出来る。
　以上のように、事前商調協の運営に際しては、当時多くの問題を抱えていたことを踏ま
えて、審議の迅速化あるいは無用な引き延ばしを避けるために、明確な指針が示されたわ
けである。すなわち、審議期間を８ヶ月とし、仮にその期間内に完了できない時には、明
確な理由のある場合を除いて事前商調協を終了する、というのがそれである。また、当時、
一部商調協委員、とりわけ地元商業関係者委員が意図的に会議を欠席したり、辞任する例
が発生したことから④並びに⑤の指針が示されたと想定できる。
　このように、商調協の運営指針が示された上で、当時、何かと問題視されることの多かっ
図１　大店法のフローチャート
出所）通産省商政課編、前掲書、188頁。
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た委員委嘱問題と審議結果の開示問題に関して、答申は基本的なメルクマールを提示する。
　商調協委員の委嘱に関しては、従来行われていた手順を踏まえた上で、商調協委員の公
的役割をより明確な形で示すことが謳われる。つまり、従前は、都道府県知事、市町村長
からの意見聴取、通産局長の了承等を経て委員を委嘱していたが、これらの手続きに加え
て、通
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
産局長名の要請状を交付することによって、その公
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
的役割を明確化すべきだとする
のである。
　また審議結果の開示問題に関しては、審議会そのものは公平かつ自由な議論を確保する
ため、非公開とすることが提言される。なお審議結果に関しては、従来は委員の意見が一
致しない場合において、その意見等を開示していたが、今後は委員の意見が一致した場合
においても、その意見等を開示することが謳われている。
　（４）大店審
　言うまでもなく、事前商調協、更には正式商調協での議論を経ても、意見集約できなかっ
た事案は、最終的には大店審で審議されることになっていた。特に、大店法第５条の届出
等がなされた場合において、意見の申し出を行った者がある時には、大店審で意見を聴取
すべき、と明示している。また、大店審議会そのものは非公開とする一方で、審議結果に
関しては必要に応じ開示することが謳われている。
　（５）届出等の適正化
　当時、出店の届出において、その遅延や障碍を想定し、いわゆる「席取り」というよう
に、類似の出店計画を他地域においてなすケースが発生していた23）。また、特定地域にお
いて、数多くの出店計画が提出されるという事例も生じていた。このようなことを受け、
答申では届出の適正化のため、次のような措置の採用を提唱している。
①調整手続きが完了しているのに長期に渡り出店しない事例、あるいは事前商調協審議
が終了しているのに大店法第５条届出がなされない事例などに関しては、大店法第３
条第６項の「職権廃止の活用」をはじめ、適正化の措置を講じる。
　②いわゆる席取りに関しては、節度ある行動を取るよう指導する。
③特定地域において過大な出店が企画されている場合、あるいは特定企業が無用な出店
を企画している場合などでは、関係者に節度ある行動を要請。
　（６）閉店時刻・休業日数の届出不要基準、調整目安の見直し
　閉店時刻や休業日数は、大店法における必須の調整項目であり、その基準や調整目安に
関しても、省令並びに局長通達によって明示されてきた。しかし、時間の経過と共に、そ
れらの基準などを見直す必要が生じていた。特に、消費者行動の変化により、そのような
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基準等が実状にそぐわないものになりつつあった。
　そこで答申では、小売業の実状に沿ったものへと変更することを提言している。具体的
には、閉店時刻に関しては、午後７時以前の閉店については届出を不要とし、調整目安も
廃止するとしている。また休業日数に関しても、小売業の実状から、年44日以上の休業を
届出不要とし、調整目安は年30日としている。
　（７）軽微な案件の設定
　老朽化した店舗の改装や模様替え、あるいは陳腐化した売り場の改装に伴う増床などに
関しては、周辺中小小売業者に対して大きな影響を与えない限り、調整手続きを簡素化す
る、と答申では提言する。
　具体的には、軽微な増床に関しては調整済店舗面積を基礎として、その10％あるいは50
㎡のいずれか小さい面積の範囲内での店舗面積の増加は、大店法第６条第２項の届出は不
要。ただし大店法第12条第１項の届出は必要。また中小テナントの入れ替えに関しては、
原則、周辺中小小売業に相当程度の影響を及ぼすおそれがないケースとして取り扱う。た
だ会議所等から申し出のあった場合は除く。
　このように、答申では、軽微な増床や中小テナントの入れ替えに関しては原則、その届
出をはじめとした手続きの軽減化を謳うのである。
　（８）出店調整に係る審査
　出店調整の審査方法に関しては、昭和54年６月と昭和59年３月に、大店審によってその
大枠が示された24）。特に、昭和59年の審査要領は、拙稿「我が国流通政策の変遷」におい
ても検討した「80年代の流通産業ビジョン」が提唱した商業政策と都市政策との連携強化
を踏襲したものとなっている25）。すなわち、出店調整に際して、既存の地域商業計画等に
対する配慮を強調していたが、この答申でも同様の立場を遵守することが謳われている。
もとより、経済情勢の変化に応じて、そのような要領は見直しが必要なことも付言されて
いる。
　（９）事務手続きの簡素化
　届出に必要な書類などの削減ひいては適正化が謳われる。具体的には次のような事柄の
削減等が挙げられている。
　①本社の住所、代表者氏名等の変更に伴う各店舗毎の変更届での不要化。
　②定款、登記簿謄本等は正本のみに添付し、写しの書類には不要。
　③添付図面の省略。
　④提出部数の削減。
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　（10）フォローアップ　
　３年後を目途に、上記の各措置についての実施状況を点検し、出店調整制度のあり方を
再検討することが謳われている。
　（11）地方公共団体の独自規制
　既述のように、大型店の出店を巡っては、大店法以上に強力な規制が地方公共団体によっ
て課されるケースが生じていた。いわゆる「横出し規制」及び「上乗せ規制」というのが
それである。とりわけ、横出し規制に関しては、他法令との関係を含めて「違法」となる
蓋然性が高いことが明示されている26）。また上乗せ規制に関しても、実質的強制力を持つ
場合には違法性が濃い、というように指摘している。
　独自規制に関して以上のような考え方を示した上で、具体的対応として、上乗せ規制に
関しては、実質的に強制的規制となっている場合には撤廃を要請する、としている。また
横出し規制に関しては、その合理性の点検と同時に、仮に合理性があっても、手続きの透
明性・迅速性の確保を要請する、というように答申は述べている。
　なお独自規制の当否については、個別具体的な出店計画に基づいて議論すべき必要があ
るので、通産局内に独自規制に関係する相談窓口を設置し、その把握と解決に当たるべき
ことが提言されている。
　これまで検討してきたように、答申では11の事柄に関して、それらに対する考え方や具
体的措置などが示されているが、究極的には次の論述の中に当時の当局のスタンスが明示
されているであろう。「我が国の小売構造が、多数の中小零細な店舗が高密度に存在する
という特質を有している現状を考慮すれば、大
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
型店の出店を全く自由にした場合、地
・ ・ ・
域社
会
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
に大きな混乱をもたらすおそれがあり、したがって、消
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
費者利益の保護に配慮しつつ、
大
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
店法の枠組み自体は、こ
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
れを維持するとの結論に達した（傍点筆者）」と27）。
　すなわち、大店法は色々な問題点を抱えているが、当時の社会・経済状況を鑑みる限り、
これを維持せざるを得ないと結論付けているわけである。しかし、その適応に当たっては、
消費者利益の保護に配慮すべきである、としている点にも注意が必要であろう。また、今
日的視点で解釈するならば、社会・経済状況の変化と共に、大店法も見直さざるを得ない、
ということを暗示しているとも捉えられよう。
３．営業等に係る諸規制の見直し
　大店法運用の適正化と並んで、制度調査小委員会においては、我が国流通業が直面する
様々な規制についても検討・分析を加えている。我が国流通業は、大店法だけでなく、数
多くの規制に直面していたのである。例えば、食管法、酒税法、薬事法などはその代表と
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もいうべきものであった。特に、薬事法は現在でも、我が国における薬品小売業、具体的
にはドラッグストアの営業に大きな影響を及ぼしている。
　これらの諸規制は施行当初は、それぞれ存在理由を有していたが、時代の経過と共に、
実状にそぐわないものも散見されるようになった。答申では当時におけるこのような状況
から、「流通業は急激な環境変化に直面し、今後一層ダイナミックな変革を求められる現在、
流通業の活性化や消費者利益の向上のためにも、これら規制の見直しが望ましい」という
考え方を示す28）。
　また見直しに際しては、「政策的必要性に配慮しつつ、規制を必要最小限のものにする
こと、事業者への過重な負担を軽減することを基本的視点とすべきであるが、特に当面は、
これらの規
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
制の運用面における趣旨逸脱の是正、基
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
準等の明確化及び事務手続きの簡素
化
・
・
・
迅
・ ・ ・
速化に積極的に取り組むことが期待される」というように述べている29）。このよう
な答申の文言で注意したいのは、運用面の趣旨逸脱の是正などというように、弥縫策に近
い雰囲気があることである。つまり、基本的視点として掲げられたことは、あくまでも建
前で会って、実際には若干の手直しで済まそうという考えがみられるのである。
　もとより、規制は当初は何らかの政策的必要性に迫られ、行われたものだけに、それに
関与する機関や組織が存在する場合、その撤廃にまで踏み込むには多大のリスクが存在す
る。従って、当局としても、答申文にみられるように、無難な部分に落とし所を求めたと
も考えられる。言い換えれば、諸規制の撤廃ではなく、見直しとなっているところが味噌
かもしれない。
　このように、流通業を取り巻く諸規制を完全に撤廃するということではないが、では、
どのような見直しが必要だというのであろうか。答申では、営業に係る規制とその他の規
制とが挙げられている。
　（１）営業に係る規制
　答申では、営業に係る規制を「特定小売業に対して、その業務内容や、営業が社会・経
済に及ぼす影響などから、関係諸機関による免許・許可を求めること」というように措定
し、具体的には、酒類小売販売業、たばこ小売販売業、医薬品等販売業、中古品販売業、
魚介類販売業などの物販業、更には旅行業などのサービス業等が免許・許可を要する小売
業だと例示する30）。
　しかし答申では、これらの業者を対象とした規制は色々な点から、時代にそぐわないも
のとなっているとした上で、その原因として次のような事柄を列挙する。
　①規制やその運用が経済社会情勢から乖離したり、その必要性が希薄化。
　②許可や免許付与に恣意性がみられ、制度運用面における透明性・公平性が欠如。
　③運用等の不適切さによる制度本来の趣旨からの逸脱。
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　④制度等の運用が地方公共団体によりばらつきが存在。
　以上のような問題点を認識した上で、答申は次のような基本的視点から規制の見直しを
図るべきだとする。
㋑経済社会の変化・進展により、規制の政策的必要性が希薄なものは廃止を検討。とり
わけ激変緩和措置として採られている規制については存続の必要性を再検討し、規制
内容も合理的なものにする。
　㋺免許・許可基準を明確化することより、運用の透明性・公平性の確保に努める。
　㋩本来の規制目的と乖離した運用については、適正化を図る。
　㋥地方公共団によりばらつきのある規制はその是正に努める。
　㋭手続きの簡素化・合理化、更には処理を迅速化する。
　答申ではこのような５つの事項を明示して、営業に係る規制の緩和について提言してい
る。ただ、行革審の答申においても当時、営業を巡る規制に関して種々の指摘がなさてい
るので、それらを加味して具体的な改善がなされべきと結論付けている点に注意したい。
というのは、答申が政策の整合性を意識しているからである。
　（２）その他の規制
　流通業を巡る規制としては当時、営業面の規制以外にも、土地利用や建物についての規
制等も存在していた。例えば、商業施設を建築する場合には、都市計画法に基づく都道府
県知事の許可や、建築基準法に基づく「建築確認」などの手続きを行うことを求められて
いた。
　これらの規制は当然のことながら、それぞれの政策目的を実現するために制定されたも
のだが当時、問題点も指摘されていた。具体的には、許可に際し膨大な費用や時間を要し
たり、実状にそぐわない線引きが行われたりしていたのである31）。また、建築確認申請に
おいても申請手続きが煩雑かつ複雑で、申請から許可までの期間が長期に渡る事例も生じ
ていた32）。
　このような問題を抱える規制に関して、答申では事業者の負担と政策的必要性を斟酌し
た上で見直しを図ることを提言する。とりわけ、運用に際しては基準を明確化し、事務手
続きを簡素化・迅速化することを求めている。しかし、「言うは易く行うは難し」と言わ
れるように、例えば、事業者負担をどのように測定し、政策的必要性をどのように評価す
るか、などという問題が存在する。この場合、えてして恣意的な判断・測定などが行われ
るケースが多いだけに十分な注意が必要である。加えて、簡素化・迅速化もなかなか現場
に浸透しにくいのは、当時も、現在も同じである。どちらにしろ、このような提言が画餅
になることがないよう、実施されることが要求されていたわけである。
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Ⅱ．90年代の流通ビジョン構成上の特徴
　「90年代の流通ビジョン」という中間答申は、前稿で指摘したように、二つの小委員会
を設置し、それぞれ担当審議分野を決め、討議・審議したことが大きな特徴となっている33）。
そして、それぞれの審議委員会での審議内容が、第１部及び第２部となって結実している。
加えて、この中間答申の今一つの特徴は、これまでの答申と比較して、総ページ数が極め
て多いということだ。すなわち、総ページ数330頁という部厚い答申になっているのである。
　その理由は、論旨を明確にするために様々な資料を包摂したこともあるが、参考資料と
して２つの調査報告書を掲載したことにある。つまり、２つの小委員会における審議内容
の掲載は200頁弱に収まっているからである。換言するならば、参考資料が報告書に占め
る割合は決して小さくはないということである。従って、以下ではそのようなかなりの割
合を占める参考資料について、その内容を要約しておこう。
１．ハイ・マート2000構想
　参考資料として収録されている調査報告書は、「生活創造型商業サービス拠点構想策定
調査報告書─ハイ・マート2000─」だ。この調査報告書は、はしがきにも示されているよ
うに、社会経済環境変化の下で、豊かな国民生活の実現を図るために、流通業の未来像を
目指して、その構想を示したものである。報告書によれば、「具体的モデルとして、大型店・
中小小売店からなる商業施設を核とし、スポーツ施設、レジャー施設、文化施設、イベン
ト広場等からなる生活創造型複合拠点の公正を図るための構想を策定する」ために示され
たものということになる34）。
　言うまでもなく、この調査における「ハイ・マート構想」は、「80年代の流通産業ビジョ
ン」において示された「コミュニティマート」を土台にしており、その進化型として新し
いコミュニティの創造などを実現しようとして提言された35）。すなわち「80年代の流通産
業ビジョン」で提唱されたものを、一歩進めて「地域社会の活性化と生活インフラの充実」
を求めて再提言されたのである。そして、そのような構想の実現のために調査・分析がな
され、具体案が提示されたわけである。
　このような背景を有する「ハイ・マート2000構想」だが、調査報告書は①基本的な考え
方②「ハイ・マート2000」の具体像③「ハイ・マート2000構想」のすすめ方④「ハイ・マー
ト2000構想」の支援策─という構成になっている。なお以下では、「ハイ・マート2000構想」
の基本的な考え方と具体像を中心に吟味・検討することにしたい。何故ならば、すすめ方
及び支援策に関しては、この構想実現に際しての手続き等が中心になっているからである。
従って、流通政策としてのハイ・マート2000構想を理解するには、その考え方や具体像を
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浮き彫りにすれば、自ずとすすめ方や支援策が決まってくると言えよう。
　（１）基本的な考え方
　ハイ・マート2000構想（以下当該構想と略称）の基本的な考え方は①商業サービス産業
によるシティ・リゾート拠点づくり②「ハイ・マート2000構想」導入の意義③これまでの
S.C.の動向と新たにめざすべき条件─という事項の中に集約されている。これらの項目を
眺めて直ぐ気付くのは、当該構想が究極的にはコミュティづくりの核として、更にはその
中核として商業施設あるいは商業を中心とした「複合体」あるいは「集合体」、いわゆる「コ
ンプレックス」を想定していることである。そのことは①ないしは③の視点から議論が展
開されていることからも明らかである。
　すなわち、当該構想は、コミュニティづくりの一環の中で、大型店と中小小売店の共存、
更には地域社会の活性化などを目途に、提言されているのである。具体的には、地域社会
のインフラとして、様々な施設、つまりはハード面を充実するだけでなく、ソフト面、つ
まりはイベントや情報の発信拠点として機能するようなものを創り出そうとしたわけであ
る。いわゆるモノとコトの実現・提供と考えることも出来よう。
　では当該構想の基本的な考え方として、どのようなことが提示されているのであろうか。
先ず、商業サービス産業によるシティ・リゾート拠点づくりだが、地域社会の活性化と生
活インフラの充実、生活側のニーズ、商業側のニーズ、国際化へのニーズ、公的部門の関
与などという事柄が列挙されている。これらの各々についての検討は紙幅の都合上割愛す
るが、調査報告書は５つの面より、商業サービス産業によるシティ・リゾート拠点づくり
に取り組むことの必要性を指摘している。換言するならば、これらの事柄を踏まえた上で
構築されるのが「ハイ・マート」ということになるようだ35）。つまり、調査報告書のこの
箇所では、当該構想の必要性あるいは現下の状況等に関する検討・分析結果が示されてい
る、とも言えよう。
　次に当該構想導入の意義だが、ここでは商業サービス産業の現況と課題、商業サービス
産業への公的部門の関与の意義、総合的解決策としての新たなモデルの提示＝ハイ・マー
ト2000、という形で整理がなされている36）。このような整理枠組をみても、当該構想は商
業部門の活性化に、その主眼が置かれているのを読み取ることが出来る。しかも、そのよ
うな活性化に公的部門がどのような形で関与していくかが大きな課題となる。そのことは
整理枠組として示されている事柄からも明らかである。商業サービス産業への公的部門の
関与の意義などというのはその代表である。また、そのような関与の一形態として当該構
想が打ち出されたとも言えよう。
　商業サービス産業の現況と課題については、商業集積の抱える問題、商業サービス産業
に対する要望等、まちづくりにおける課題、などが列挙されている。それらにおいて指摘
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されている事柄は、当時の情勢をよく示すと同時に、政策当局がどのようなことを問題視
していたを明確に示している。特に、商業集積の問題点の指摘や商業サービス産業に対す
る要望において、そのことが色濃く表れている37）。また、まちづくりとの関係で当該構想
が採り上げられている点なども、これまでの答申と同様の傾向と言えよう38）。
　商業サービス産業への公的部門の関与の意義については、規制緩和・調整の円滑化、収
益性の補完、中小小売店の支援という３点より、公的部門関与の必要性が示されている。
つまり、商業サービス部門が環境変化、具体的には消費構造の変化等に対応するには、民
間部門の努力のみでは困難であるとの認識の下に、公的部門も流通構造の変革を関与し、
その効率化等に貢献すべきである、としているのである。特に、商業サービス産業を通し
て地域社会の活性化を図るには、官民の協力が不可欠だ、と分析する。加えて、中小小売
店を支援することに伴う、新しい形での大型店との共存策も提示している39）。
　商業サービス産業を取り巻く状況などを分析・検討した上で、調査報告書は総
・ ・ ・ ・ ・ ・
合的解決策
として、ハイ・マート2000を提唱する。特に、当該構想を提言する根拠として、「新たな
商業集積の形成を促すためには、国
・ ・
が具体的モデルによって実現可能性を示すことが必要
である（傍点筆者）」と主張している点は注意しておきたい40）。まさに流通政策として、
当該分野を扱うことの必然性を指摘したとも言えるからである。また、単なる欧米の物真
似ではない、日本型のショッピングセンターを提唱している点は重要である。従来の国土
の利用とは異なるような「地域開発」を提言しているからである。このような考え方は、
その後のまちづくり３法において反映されていることを考え併せると、「国土再活用」の
萌芽期の政策方向と捉えることが出来よう41）。
　３点目のこれまでのS.C.の動向と新たにめざすべき条件だが、我が国の動向、米国の動
向、そして欧州の動向を分析・検討した上で、我が国が目指すべき方向を明示する42）。調
査報告書によれば、当該構想を実現するためには、次のような条件が充足されねばならな
い43）。
　㋑超域性
　㋺複合性
　㋩非日常性
　㋥先端性
　㋭計画・一貫性
　我が国のS.C.が高度な集積拠点、すなわちハイ・マート足るには、上記の５つの条件を
満たすことが必要であると、調査報告書は提言する。
　超域性とは当該集積の経済的影響や効果が、少なくとの県単位に及ぶことである。しか
も、地域経済活性化の核として相当の効果を有するものでなければならない。
　複合性とは、サービス業の比重が物販業と同等、ないしはそれ以上であることを意味す
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る。言うまでもなく、その背景には物販のみでは当該施設の誘引力が小さいことがある。
　非日常性とは、日常生活の遂行とは離れた次元での、商品やサービスの提供を意味する。
具体的には余暇指向型の商品やサービス提供がそれに該当する。
　先端性とは、新しい時代を睨んだ先駆的なものを提供出来ることを意味する。具体的に
は、新規技術が援用された商品やサービスの提供が含意されている。
　計画・一貫性とは、集積そのものが計画的に設計されたものであり、その構成に一貫性
が存在することを意味する。当然、施設の配置等は消費者の利便性や快適性を最大限実現
できるものでなければならない。
　これまで、当該構想の考え方について、調査報告書に基づき検討してきたが、当該構想
の考え方などから、当時、商業、特に中小小売店の置かれていた状況が明確になる。すな
わち、大型店の出店が加速する半面で、衰退する中小小売店、更には旧来型の商店街の地
盤沈下というのがそれである。また、中心商店街や地域の核の喪失なども、当該構想に
大きな影響を及ぼしていた。まさに、このような状況下で当該構想は示されたわけである。
では、これらの状況を改善するために、当該構想はどのような具体像を描いていたのであ
ろうか。
　
　（２）「ハイ・マート2000」の具体像
　当該構想の具体像は、①立地（タイプ）②構成（機能、規模）③経営（ソフト）─とい
う３つの側面から示される。流通業、更には地域社会の活性化に必要な姿が、これら３つ
の事柄に即して提示されているのである。
　１つ目の立地（タイプ）だが、調査報告書は、共通条件、個別条件、タイプ（適地）に
整理する。先ず共通条件だが、言うまでもなく当該構想は地域活性化の拠点として、立地
点や施設などが有効に機能することを前提としている。そのため、立地点としては、一定
規模の人口、例えば100万人から150万人以上の人口を有する地域で、乗用車による移動で
１時間程度を想定する44）。また当該構想は既存商店街振興や再開発のためにも、地方自治
体の積極的関与を求めている。
　次に個別条件だが、最低限、共通条件の充足が必要不可欠とした上で、各地のハイ・マー
トが地域の独自性や個性を発揮するため、地域固有の条件を活用することを提言する45）。
具体的には㋑意欲に満ちた地域で、ある程度の基盤を有する都市㋺基幹交通網の整備によ
り道路沿いに商店等が立地し始めている都市㋩工業都市など交流空間が相対的に小さい都
市㋥市等が開催される祝祭都市㋭行政機能等が集積する拠点都市㋬団地などの基盤整備が
行われたままで未利用な都市─などが挙げられている。
　最後にタイプ（適地）だが、共通条件及び個別条件を充足した案件を、広域交通拠点型、
大都市副都心形成型、産業都市転換型、ブロック中枢都市型、地域サービス拠点型という
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５つの理念型（調査報告書ではプロトタイプと呼称）に整理する46）。ただ、これらはあく
までも理念型であり、実際にはこれらの複合型なども、調査報告書は想定している。
　２つ目の構成（機能、規模）だが、既述のように当該構想は、複合性や超域性という機
能を実現することを求められており、調査報告書でも当該構想に求められる機能実現のた
めの具体策が提言されている。例えば、複合性における集合体（コンプレックス）の建設、
各店舗の確保、サービス施設の充実などは、その典型である。とりわけ、先端性に関して、
ハイテク化、ニューメディア化、デザイン化、アメニティ化、マニュアル化、国際化など
に整理して、具体例を明示しているのが目をひく47）。もっとも、これらが全て実際の構想
実現の中で活かされているかどうかは別の問題だが。また、規模に関しては、既述のよう
に立地環境によって左右されるが、概ね敷地面積として、10～50haのものが提示されてい
る。
　３つ目の経営（ソフト）だが、参考モデルが提示され、実際には具体的な事業化の過程
で、個々の事情に応じて運営方法が検討されるべきだとしている。そして、運営・管理方
式、施設運営のスケジュール、波及効果などという視点から、参考モデルが提示される。
運営・管理方式は全体の体系、調整の方法、運営・管理統括組織の概要、などに整理して
示されている48）。
　図２にみるように、運営・管理の全体体系は４つの組織から構成される。そして、運
営・管理の統括組織の下に、テナント連合（ショップ部門）、イベント部門、公共施設の
管理主体などの組織が編成される。言うまでもなく、ハイアラキーの上層にある統括組織
は、まさに施設全体の運営と地元関連団体との調整を行う。そしてその下に、部門別の意
見集約のための組織、さらには伝達・協議のための組織が配置されている。
　次に調整の方法だが、統括組織と３者の間で運営管理協定の締結がなされ、入居者個々
に管理運営マニュアルが配布される。また施設全体あるいは地域全体に関する問題につい
ては、全体調整会議にて討議し、意見の集約に関しては図３にみるようなプロセスを経る
ことになる。まさにボトムアップ型の意見調整と言えよう。 
　なお運営・管理統括組織の概要については、メンバー、業務、運転資金などに整理して
列挙している49）。メンバとしては、地元自治体、国・検討指導的機関、テナントの代表、
金融機関、プロパーの職員など。業務としては、全体の施設運営・管理計画立案・運用、
地元関係者との調整、施設の管理・メンテナンスの委託、テナントの募集・排除、防災訓
練・セキュリティ、イベント等の企画・運営、資金の運用に係わる諸業務、その他組織運
営に係わる諸業務など。運転資金としては、テナントからの家賃収入、各種融資制度の活
用、基金等の運用などを列挙している。
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　施設運営のスケジュールに関しては、施設運営の円滑化を図るために、日毎、週毎、そ
して年間の日程表を提示50）。例えば、日毎のスケジュールとしては、オフィス空間やイベ
ント空間の24時間フルオープンや、個店のタイプにより営業時間の設定などを提案。また
週毎のスケジュールとしては、休日の設定の仕方などについて、具体策を提示し、加えて
年間スケジュールとして、四季毎のイベント開催などを提言している。
　波及効果に関しては、雇用効果、経済波及効果、その他地域活性化効果などに整理して、
想定される事柄を列挙している51）。雇用効果については、直接雇用、間接雇用、建設就労
などというものに整理し、その効果を具体的に例示する。言うまでもなく、直接雇用とは
中核的管理組織運営に従事する専任職員等であり、間接雇用とはテナント等の従業者であ
キーテナント
個別小売店
オフィス等入居者
資本参加者
テナント協会→意見集約 全体調整議会
テナント連合 プロモーターイベント等の 管理主体公共施設の
運営・管理の統括組織
図２　ハイ・マートの運営組織図
図３　意見集約過程
出所）通産省商政課編、前掲書、239頁。
出所）通産省商政課編、前掲書、238頁。
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る。また建設就労とは建設労務者などである。
　経済波及効果としては、地元建設業に対する効果、関連企業に対する効果、地元産業等
への効果に整理して、想定事例を列挙している。また、その他の地域活性化効果としては、
都市の拠点性上昇、都市の産業構造のリストラクチュアリング効果、域内物流構造の循環
促進効果、文化性の上昇、などを挙げている。これらの事柄をみても分かるように、当該
構想の計画・実現によって、数多くの産業にその効果が及び、さらには地域活性化にも寄
与すると、調査報告書は指摘するのである。
　これまで、ハイ・マート2000構想について、その考え方と具体像に焦点を絞って吟味・
検討したが、今日からみた場合、調査報告書が想定した通りに当該構想が進捗したかどう
かに関しては、多くの議論があるだろう。筆者としては、かなり悲観的な評価を下している。
つまり、調査報告書が想定した通りの効果を発揮したかどうかという点に関しては、必ず
しも高評価を与えることが出来ない。特に、地域活性化に寄与したかどうかについては疑
問も残る。むしろ、街づくりなどをきっかけにした「地域おこし」に関しては、その後の
「まちづくり３法」の制定まで待たねばならなかったも言えるだろう。
　
２．小売業態の変化と今後の成長方向に関する調査研究
　
　既述のように、「90年代の流通ビジョン」という中間答申が大部に渡ったのは、参考資
料として二つの調査報告書を盛り込んだことに因る。そこで、以下では小売業態について
なされた調査報告書について概観することにしよう。
　調査報告書は、「はじめに」という箇所で、調査研究の概要などについて論及している。
具体的には、調査研究の目的、内容、方法等について明示。次いで、小売各業態の経営実
態と今後の方向、消費者からみる小売業態の成長方向、小売各業態の将来展望、という章
を設定して、それぞれの事柄を分析・検討している。
　調査研究の目的だが、報告書では「我が国の小売業を取り巻く環
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
境変化を分析するとと
もに、小
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
売構造がどのように変化しつつあるのか、さらに今
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
後どのように変化していくの
かを探ることにある（傍点筆者）」というように述べている52）。報告書の論述からも明ら
かなように、調査の骨子は環境変化分析、小売構造変化分析、小売構造変化方向の分析、
などという事柄にある。換言すれば、環境変化を承けて小売構造は将来どのような動きを
みせるかの予測である。
　また調査は、小売業に対する調査、消費者に対する調査、計量予測などからなっており、
このような調査内容、ひいては調査目的実現のため、二次資料の収集・分析、ヒアリング
調査、グループインタビュー調査等が実施され、究極的にはそれらのデータを基に統計手
法を用いた将来予測がなされている。
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　（１）小売各業態の経営実態と今後の方向
　調査においては、主要な小売業態として７つのものを採り上げ、それぞれについて業態
の特性、経営の実態と課題、今後の課題、などという事柄について分析・検討している。
採り上げられている業態は①百貨店②量販店（大型総合スーパー）③スーパーマーケット
（食品スーパー）④コンビニエンス・ストア⑤ディスカウント・ストア⑥ロードサイド・
リテイラー⑦中小小売業─である。
　これらの７つの小売業態についての分析・検討は、紙幅の関係から省略するが、注意し
ておきたいのは、これらの小売業態の今後の展開方向について言及していることである。
すなわち、これら小売業態の今後の成長可能性などについて、分析・検討している点が興
味深い。また、検討対象として採り上げている小売業態についても、調査報告書の嗜好が
読み取れる。ロードサイド・リテイラーなどはその典型である。加えて、中小小売業が挙
がっている点にも注意したい。
　何故ならば、中小小売業を除けば、列挙された小売業態は大規模小売業の運営する店舗
が対象となっているからである。もっとも、コンビニエンス・ストアやスーパーマーケッ
トなどは、百貨店や量販店等と比較すると、店舗面積などは小規模である。例えば、コン
ビニエンス・ストアの売場面積は100㎡程度が標準で、スーパーマーケットの売場面積も
400㎡程度が一般的だからである。つまり、売場面積自体は「大型店」とは呼び得ないが、「企
業規模」という点からみれば、コンビニエンス・ストアもスーパーマーケットも共にチェー
ン展開を行っており、大規模小売業として分類出来るからである。言い換えれば、店舗面
積は「小型店」だが、企業規模は「大規模」だということである。
　このような大規模小売業と対峙して、どのようにして中小小売業が存続、成長するかと
いう点も、当然のことながら流通政策立案、更には流通行政の主たる課題である。そのこ
とは、第２次世界大戦後の流通政策が、中小小売業の保護・育成政策として展開されてき
た点からも容易に想定出来る。ただ調査報告書においては、むしろ意欲ある中小小売業の
発展・育成策に焦点を絞っているのが大きな特徴となっている。どのような中小小売業を
も保護するということからの転換と言ってもよいであろう。
　（２）消費者からみる小売業態の成長方向
　「小売業の存立基盤は消費者」という報告書の文言から明らかなように、当然のことな
がら、小売業の成長方向を探るためには、消費者の動向や嗜好を探る必要がある53）。その
ため、調査報告書では、消費者の店舗選択の実態を掌握するために、主婦に対するグルー
プ・インタビューを実施している54）。
　グループ・インタビューの結果は、調査対象者の属性及び買物行動からみた店舗選択、
更には小売業態の成長要因という形で要約されている。
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　先ず属性であるが、グループA（高校生までの子供がおり、年齢が25歳から39歳までの
主婦のグループを以下ではこのように呼称）と、グループB（大学生以上の子供がおり、
年齢が40歳から54歳までのグループを以下ではこのように呼称）とでは、両グループとも
買物の頻度はほぼ毎日であり、内容も食材購入が中心だと分析している。ただ、グループ
Aは子供中心の生活スタイルであるのに対して、グループBは自分中心の生活スタイルだ
としている55）。極めて当然かつ自然な結論と言ってよいであろう。
　次に店舗選択に関しては①買物に対する意識②主婦が各小売業態の選択において重視す
る点─という事柄について分析している。
　買物に対する意識だが、既述の属性からグループAは買物を義務的行動と考える傾向が
あると捉える。特に、日常品の買物についてはそのような傾向が強いとしている。半面、
非日常的な買物に関しては、「ストレス解消の場」と考え、「楽しみ」と捉える傾向がある
と指摘する。すなわち、買物意識の「二元性」という見方を示すのである。他方、グルー
プBについては、過去の体験や経済的な余裕のため、利用店舗の選択肢が広く、日常的な
買物においても「楽しみ」と捉えることがあると分析している。
　以上のような買物意識を抽出した上で、店舗選択において重視する点を吟味する56）。そ
の結果は当然のことながら、我々が想定していることを概ね裏付けるようなものとなって
いる。例えば、スーパーに関して、価格の安さや選びやすさが重視されていたり、デパー
トにおいてネームバリューや品質の良さが重視されているのがそれである。またコンビニ
エンス・ストアに関して時間的な利便性と物理的な利便性が重視されていたり、ディスカ
ウント・ストアやホームセンターにおいて価格の安さや商品の品揃えが重視されいるのも
同様である57）。なお、一般小売店に関して、店員等との会話を重視しているのも、よく指
摘されるところであろう。
　これらの調査結果を受けて、小売業態の成長要因を提示しているが、それらも至極当然
の事柄が示されている。すなわち、小売業が消費者を存立基盤とする以上、消費者の要望・
希望に適合する形で、店舗展開すべきこと、あるいは品揃えを行うこと、などを提示する
のである。極言するならば、想定通りの分析・検討に終わっているとも言えよう。
　これらの分析・検討を経て、調査報告書は各業態ごとの成長方向、更には将来予測の提
示する。特に、将来予測においては、商業統計調査のデータを援用しながら、21世紀に向
けての小売業全体の動向、あるいは各業態ごとの盛衰などについて分析している。言うま
でもなく、このような調査報告結果がその後の審議会において検証され、新たな中間答申
の作成、具体的には「21世紀に向けた流通ビジョン」となって公刊されるのである。その
点では、「90年代の流通ビジョン」という中間答申は、ちょうど我が国経済が転換期を迎
えつつあった時代になされたものと位置付けることが出来るであろう。
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おわりに
　本稿では前稿に続き、「90年代の流通ビジョン」という中間答申について吟味・検討した。
それは本答申が総頁数300にも及ぶ膨大なものだったからである。紙幅の関係から、前稿
のみでは全てを考察できなかったと言い換えてもよい。従って、前稿では、第１部の流通
政策全般に関しての検討を行い、第２部における制度調査小委員会の審議内容についての
考察は割愛したわけである。そのため本稿は、第２部並びに２つの参考資料について検討
することになった。
　特に、当時大きな社会的問題ともなっていた大店法に関しての審議が第２部の骨子であ
り、加えて規制緩和という当時の要請を受けた審議ともなっている。また、郊外型大型店
が勢力を拡大する半面で、従来からの商店街の地盤沈下が世間の関心を引く中で、いかに
商店街の活性化を図るか、更にはまちづくりに活かすかということから提起されたのが、
「ハイ・マート構想」だった。そのことから、参考資料の1として、当該構想の具体化策が
答申で示されたわけである。
　更に、今後の小売業の進化方向を模索するということで、参考資料の２が掲載されてい
る。既述の如く、参考資料２で示された調査報告はその後の審議会の中で議論され、その
後の中間答申の中で活かされていくことになる。つまり、当時、小売業が大店法問題で揺
れる中で、我が国経済の変化もあり、新たな流通ビジョンの提示が求められていたとも言
えよう。なお、今日に至る流通政策の変遷、更にはその後提言された流通政策に関する吟
味・検討に関しては、次稿以降の課題としておきたい（平成24年10月28日脱稿）。
（注）
１）通商産業省商政課編「90年代の流通ビジョン」財）通商産業調査会、1989年、168頁。
２）このことは前掲書の中で、「昨今の運用実態をみると、法律の調整手続きに入る以前に地元商業
者との間で調整が行われたり、調整が徒に長期化するような事例もみられる」と指摘している
ことからも、容易に伺うことができる。通産省商政課編、前掲書、169頁。
３）通産省商政課編、前掲書、169頁。
４）事前説明をどう捉え、また実際にどのように取扱われていたかについて、中間答申は次のよう
に述べている。「事前説明については、大店法の調整項目に関し、地
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
元商業者と出店予定者との
間で
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
合意が成立することが大店法の手続きを開始する条件とされ、あるいは事
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
前説明の円滑な
実
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
施が妨げられる結果、事
・
前
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
説明が徒に長期化する事例がみられる（傍点筆者）」と。通産省商
政課編、前掲書、170頁。この論述にみるように、当時、事前説明において、調整項目等に関し
て当事者間の合意を求めた結果、事前説明が事前調整の場になり、そのため説明期間が長期に
渡ったことが窺える。
５）通産省商政課編、前掲書、170頁。
６）通産省商政課編、前掲書、170頁。
７）通産省商政課編、前掲書、170頁。
８）通産省商政課編、前掲書、170頁。
９）通産省商政課編、前掲書、170頁～171頁。
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10）法届出の概要としては以下の事柄が挙げられている。
①出店予定者の氏名又は名称及び法人にあってはその代表者氏名
②当該建物の名称及び所在地
③当該建物延床面積及び店舗面積
④当該建物の構造
⑤当該建物店舗面積が500㎡を超える予定年月日（当該建物が工事中のものにあっては、工事
完成年月日）
⑥当該建物において小売業を営むものの氏名又は名称並びに店舗面積、開店日、閉店時刻及
び休業日数の予定が決まっている場合は、可能な限り当該事項
11）当該建物に関して、入居予定の小売業者が大型小売業者である場合には、出店計画の概要、及
び注10で列挙した項目の他に、さらに、店舗面積、開店日、閉店時刻及び休業日数並びに当
・ ・
該
建
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
物における販売額の予定及び主として販売する物品の種類、などを説明事項として掲げてい
る。これらの事項をみた場合、まさに大型小売業に対しては多くの説明義務を課していること
が窺える。もとより、正式には法律に則って調整することは言うまでもないが。
12）このことは「出店予定者は、説明会の開催方法について会議所等と協議の上、説明を行う」と
いうように述べていることからみても明らかである。通産省商政課編、前掲書、172頁。加えて、
答申では、実際の説明会の開催に関して、商業者団体への通知、あるいは市町村や会議所など
の広報によるというように提言している。
13）通産省商政課編、前掲書、172頁。
14）具体的には、新聞広告等によって、円滑な開催を図るなどということが謳われている。通産省
商政課編、前掲書、173頁。
15）このような大型店の出店に関しては、中間答申が指摘するごとく、「昭和57年以来、大型店の
出店が相当の水準に達している地域及び小規模市町村における第一種大規模小売店舗の出店を、
地域の実情に応じ節度あるものとするための措置がとられてきた」という論述からも明らかな
ように、政策当局も、ただ手を拱いてみていたわけではない。通産省商政課編、前掲書、173頁。
16）通産省商政課編、前掲書、173頁。
17）特定市町村とは、当該出店計画の出店予定市町村が、出店予定者にとって届出の自粛を要請さ
れる市町村のこと。通産省商政課編、前掲書、173頁参照。
18）通産省商政課編、前掲書、174頁。
19）通産省商政課編、前掲書、174頁。
20）事前説明における機関の移行に関して、答申では次のように提言する。「事
・ ・ ・ ・ ・
前商調協は
・
、いわゆ
る正式商協調の審議に資するため、予
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
備的審議を行う場であり、議論が噛み合わないまま空転し、
徒に事前商調協審議が長期化することは、消
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
費者の利便の確保という観点からも決して望まし
い
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
ものではなく、かかる場合には審議長期化の要因を整理・検討の上、正
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
式商調協に審議の場
を
・ ・ ・
移し、なお結論の一本化が困難であれば、大
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
規模小売店舗審議会においてさらなる審議を行う
ことが適切である（傍点筆者）」と。通産省商政課編、前掲書、174頁～175頁。このような論
述にみるように、あくまでも事前商調協は正式商調協のための予備審議を行う場である。ま
た、正式商調協でも意見の集約が出来ない時は大店審において審議すべきとしている点にも注
意したい。というのは、多くの場合、事前商調協で議論が滞る結果として、議論が大店審まで
持ち込まれるケースは限られており、言わば大店審は「抜かずの宝刀」と化していたからであ
る。それだけに、大店審が機関として存在する以上、どうしても決着の付かない時には、積極
的に大店審を活用するべきだと提言したとも言えるのである。加えて、答申において消費者利
便の確保ということが指摘されている点にも注意したい。まさに大店法において消費者利益の
確保が謳われているにも関わらず、実際には地元商業者の利益確保が優先されがちだったから
である。言うまでもなく、消費者の利益よりも、地元商業者の利益が優先されていたのにはそ
れなりの理由がある。例えば、地元商業者が地域の有力者であり、政治力も有する場合が多かっ
たというのがそれである。しかも、それら有力者が商工会議所の役員に名を連ねていることも
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多かったのである。他方、消費者にはそのようなパワーは備わっておらず、どうしても消費者
の利益は等閑視されがちだったのである。それだけに、答申においてそのような傾向を踏まえ、
警鐘を鳴らしたことはそれなりの意義を認めることが出来よう。
21）関係機関との協議に際しては、会議所等が中心になり、通産局、都道府県、市町村及び商調協
会長（第二種大規模小売店舗については、都道府県、市町村及び商調協会長）と協議する、と
答申では謳っている。通産省商政課編、前掲書、175頁。
22）特定の理由として、答申では二つのケースを例示している。一つは、広域商調協に係る出店計
画である場合等、審議結果を作成し得ないことに合理的な理由があるケース、今一つは短期間
のうちに審議結果を作成し得る見通しがあるケースなどである。通産省商政課編、前掲書、175頁。
23）席取りとは、再開発事業等に参加し得なかった者が、当該再開発事業等に並行して別途の出店
を意図すること。通産省商政課編、前掲書、177頁。
24）大店審は昭和54年６月「大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整のための審査方法に
ついて」、及び昭和59年３月には｛大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整のための審
査要領について」を決定している。通産省商政課編、前掲書、179頁。
25）拙稿「我が国流通政策の変遷─80年代の流通産業ビジョンを中心として─」作新経営論集、第19号、
2010年、１頁～22頁。
26）この点に関して、答申は「普通河川管理条例と河川法との関係について判示した最高裁の昭和
53年12月21日判決においても、条令と法律の規制の均衡が強く求められているところであり、
少なくとも、大店法以上に強力な規制が行われれば違法の疑いが強い」としている。通産省商
政課編、前掲書、180頁～181頁。
27）通産省商政課編、前掲書、181頁。
28）通産省商政課編、前掲書、183頁。
29）通産省商政課編、前掲書、183頁。
30）これらの小売業が免許・許可等の手続きを必要とする理由として、酒類販売小売業とたばこ小
売販売業を採り上げ、次のようにその規制意図を述べている。「酒類小売販売業については、業
・
界
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
の経営の安定及び酒税収入の安定確保等を目的として、酒税法に基づき免許制度が設けられ
ており、新規参入規制が行われている。また、たばこ小売販売業については、いわゆる専売改
革後の流
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
通秩序の維持及び零細小売業者の経営悪化等の激変緩和を図るため、たばこ事業法に
基づき、当分の間許可制とされている（傍点筆者）」と。通産省商政課編、前掲書、184頁。答
申の指摘から明確に読み取れるのは、利用者すなわち消費者の利益を考慮してこのような規制
が行われているのではないということである。言い換えれば、業界の利益、あるいは小売業者
の利益の確保、更には税収の確保などということが規制の眼目なわけである。
31）この点に関して、答申では次のように述べている。「開発行為の許可に当たり、地域によっては
100％の近隣同意を取付けが条件となる等、膨大な時間やコストを有する場合がある。また、都
市計画法に基づき定められた市街化区域、市街化調整区域等の地域区分について、実情にそぐ
わない線引きがなされているケースがある」と。通産省商政課編、前掲書、186頁。言うまでも
なく、このような論述における問題点が存在したがために、その後のまちづくり３法によって、
都市計画法等が見直されることになるわけである。
32）この点について答申では次のように指摘している。「建築確認を受けるための申請について、申
請手続きが複雑であり、また法律上は、建築物の種類にもよるが、原
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
則として申請から７日な
い
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
しは21日以内に確認を行わなければならないとされているにもかかわらず、実
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
際は数ヶ月な
い
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
しはそれ以上を要するケースが相当程度ある等、長期間を有するため、工
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
事計画等に弊害が
生
・ ・ ・
じる場合がある（傍点筆者）」と。通産省商政課編、前掲書、186頁。建築確認の遅延に関しては、
特に大型店の建設に関して、意図的になされるケースがなかったわけではなかった。
33）拙稿「我が国流通政策展開についての一考察」作大論集、第２号、2012年、151頁～152頁。
34）通産省商政課編、前掲書、203頁。
35）コミュニティマート構想については、通産省編「80年代の流通産業ビジョン」財）通商産業調査会、
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昭和59年参照。及びその意味するところに関しては、拙稿「我が国流通政策の変遷」作新経営論集、
第19号、2010年、16頁～17頁参照。
36）この点に関して、調査報告書は次のように述べている。「生活側、商業側のニーズを踏まえ、国
際化への視点も併せもち、地域社会の活性化と生活インフラの充実のために公的部門が支援す
る商業サービス産業によるシティ・リゾート拠点づくりを『ハイ・マート2000構想』として提
案する」と。通産省商政課編、前掲書、208頁。畢竟するに、様々な分野・関係者の要望や希望
に即した地域社会づくりと表現することが出来よう。しかも当該構想が西暦2000年に向けての
我が国の構
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
造調整の一翼を担うプロジェクトと位置付けている点も興味深い。つまり、このよ
うなところにも、当時の当該構想に対する通産当局の思い入れが伺えるのである。ただこのよ
うな思い入れや期待が実現できたかどうかは別の問題であるが。
37）答申では商業集積が抱える問題として次のような事柄を挙げている。通産省商政課編、前掲書、
211頁。
①商圏の狭隘性。
②商業集積における計画性等の欠如。
③物販施設と対比して、サービス関連施設の不足。
④高額に渡る改造コスト。
⑤交通アクセスの劣悪性。
言うまでもなく、これらの問題は過去においても多くの答申の中で指摘されており、さほど目
新しいものではない。他方、商業サービス産業に対する具体的要望としては、次にような事柄
が挙げられている。一つは、流通業への期待が単なる物販だけではなく、ショッピング空間の
快適性提供などというように、広範な分野に及んでおり、そのような動き、つまりはライフ・
スタイルの変化に対応したものへと移行すること。今一つは、製造業や外国商業への対応など
である。通産省商政課編、前掲書、211頁。換言すれば、消費サイドの変化に対応するだけでなく、
外国企業への対応も求められているわけである。
38）まちづくりに関係する課題としては、次のような事柄が指摘されている。通産省商政課編、前掲書、
211頁～212頁。
①新規商業集積に対する既存商店街の計画的対応。
②インフラ整備や都市ストックの充実を目途とした魅力ある受け皿づくり。
③ニュータウン建設と生活基盤建設との連動性。
④公的サービス施設と商業施設との連結・連動化。
⑤都市の再活性化と都市計画の連動。
39）通産省商政課編、前掲書、213頁。
40）通産省商政課編、前掲書、213頁。
41）この点に関して調査報告書は「ハイ・マート2000の考え方は、産業面においては、工業依存か
ら脱却し、創造的情報化社会の必要性に対応し、地
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
域構造面においては工場誘致、物
・ ・ ・ ・ ・
づくりに
依
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
存しない地方開発として、個
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
性と特色ある地方の形成に合致する（傍点筆者）」というように
述べている。通産省商政課編、前掲書、214頁。このような提言にみるように、当時、工業社会
から情報社会への移行が喧伝されていたことが如実に表れている。ただこのような掛け声の半
面で、「物づくり」の重要性が失われることなく、存続してきた点も重要である。
42）調査報告書では、我が国、米国、欧州におけるS.C.の動向について次のように分析する。先ず我
が国だが、物販店や駐車場の他に、銀行や各種の行政施設の存在を、我が国S.C.の特徴点とし
て挙げる。また、文化施設やスポーツ施設の存在、子供用施設、などについても言及している。
米国については、S.C.においてオフィスやホテルの存在が上位を占めているのが我が国とは異
なると指摘する。更には、中庭や、劇場等のイベント型施設の存在も特徴として挙げられてい
る。欧州については、事例が少数で適格な分析は出来ないと断りつつ、従来の街並みを活かし
た、漸進的なまちづくりについて言及している。各地域のS.C.の詳細については、通産省商政課
編、前掲書、214頁～220頁参照。
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43）通産省商政課編、前掲書、221頁。
44）当該構想においては複合的な大規模施設を想定しているので、敷地面積は10～50ha程度、具体
的には工場跡地や埋め立て地などを例示している。また、超域型集積として広域的なアクセス
を可能にするために、高速交通体系（例えば高速道路や高速鉄道、あるいは空港）を利用でき、
大規模駐車場の提供可能な地域を前提としている。通産省商政課編、前掲書、227頁。
45）通産省商政課編、前掲書、228頁。
46）通産省商政課編、前掲書、228頁～230頁。
47）通産省商政課編、前掲書、232頁～233頁。
48）通産省商政課編、前掲書、238頁～240頁。
49）通産省商政課編、前掲書、239頁～240頁。
50）通産省商政課編、前掲書、240頁～243頁。
51）通産省商政課編、前掲書、243頁～245頁。
52）通産省商政課編、前掲書、263頁。
53）通産省商政課編、前掲書、302頁。
54）調査概要は以下のようになっている。通産省商政課編、前掲書、302頁～303頁。調査目的は①
主婦の買い物行動の実態把握②各業態の選択要因把握③消費者が望む理想的店舗の要因の抽出
─である。調査対象者は、㋑高校生までの子供がおり、年齢が25歳から39歳までの主婦㋺大学
生以上の子供がおり、年齢が40歳から54歳までの主婦─で、両グループとも７名を１グループ
として、グループ・インタビュー調査を実施。調査項目は、買物行動の実態、小売業態選択要因、
今後の小売業態への要望等。ただ注意しておかなければならないのは、このようなグループイ
ンタビューが抱える問題である。すなわち、調査対象者が少数であり、それらが主婦という母
集団を適格に代表する層であるか否かということである。加えて、よほど慎重にインタビュー
を実施しないと意見に偏りが生じる点などである。従って、これらの調査結果を読み込む際に
は十分な留意が必要と言えよう。
55）通産省商政課編、前掲書、303頁。
56）小売業態に関する質問においては、調査対象者の理解を促すため、スーパー、デパート、一般
小売店、専門店、コンビニエンス・ストア、ディスカウント・ストア、ホームセンターという
表現を採用している。また、店舗選択において重視する点に関しては、商品品揃えの深さ、商
品品揃えの幅、品質の良さ、価格の安さ、物理的な利便性、時間的な利便性、選びやすさ、店
舗アメニティ、ネームバリューの高さ、コミュニケーション・スペースの存在、情報量の多さ、
という11項目を挙げている。その上で、これらの項目を３段階評価で尋ねている。通産省商政
課編、前掲書、305頁。
57）通産省商政課編、前掲書、306頁。
